
 

平成２５年６月１２日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官  

平成●●年（○○）第●●号 不動産差押処分取消請求控訴事件（原審・東京地方

裁判所平成●●年（○○）第●●号） 

 

判     決 

控訴人          Ｘ株式会社 

被控訴人         国 

処分行政庁        芝税務署長  

 

主     文 

１ 本件控訴を棄却する。 

２ 控訴費用は控訴人の負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 控訴の趣旨 

控訴人は、原判決を取り消した上、芝税務署長が平成６年５月１０日付けで

Ａに対してした原判決別紙物件目録記載の不動産に対する差押処分を取り消す

ことを求めるもののようである。 

第２ 事案の概要 

１ 本件は、控訴人の従業員であるＡ（以下「Ａ」という。）の昭和６３年分の

譲渡所得税の滞納分徴収のため、芝税務署長がＡ名義の原判決別紙物件目録記

載の不動産（以下「本件不動産」という。）に対して差押処分（以下「本件差

押処分」という。）をしたことから、控訴人が被控訴人に対し、本件不動産は

控訴人の所有に属するものであり、本件差押処分は滞納者以外の第三者の所有

する物に対する差押処分として違法であると主張して、その取消しを求める事

案である。 
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原審は、本件訴えを不適法であるとして却下し、控訴人が控訴した。 

２ 当審において、控訴人は、本件差押処分後の平成６年７月４日、Ａと共に、

芝税務署に出向き、本件不動産が控訴人の所有であることの証拠を示して、本

件差押処分の解除を申し入れており、その際、税務署の担当者から、控訴人に

対し、処分があったことを知った日から２か月以内に異議申立てをすることの

教示がされていない旨を主張する。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 当裁判所も、本件訴えについては、不適法であり、かつ、その不備を補正す

ることができないものとして、これを却下すべきであると判断する。その理由

は、後記２のとおり当審における控訴人の主張に対する判断を付加するほかは、

原判決の「事実及び理由」中「第３ 当裁判所の判断」１及び２に記載のとお

りであるから、これを引用する。 

２ 控訴人は、当審においても、本件差押処分から２か月以内である平成６年７

月４日に芝税務署に出向き、本件不動産が控訴人の所有であることの証拠を示

して本件差押処分の解除を申し入れており、Ａも同行したところ、これが異議

申立てに当たる旨を主張するようであり、また、その際、税務署の担当者から

控訴人に対して処分があったことを知った日から２か月以内に異議申立てをす

ることの教示がなされるべきであったにもかかわらず、これがなされていない

のであるから、控訴人には、「やむを得ない理由」（国税通則法７７条３項）

及び「正当な理由」（同法１１５条１項３号）がある旨も主張して、本件訴え

は適法である旨を主張するようである。 

しかし、控訴人による平成６年７月４日の上記行為が国税通則法の定める異

議申立てに当たらないこと、本件差押処分は、Ａの滞納国税徴収のためにＡ名

義の本件不動産に対してされたものであり、芝税務署の担当職員がＡではなく

控訴人に対して控訴人の主張する教示をすべき義務があるものとまでは解する

ことができず、そのことが上記の「やむを得ない理由」や「正当な理由」に当

 2 



 

たるとはいえないことは、前記１判示のとおりである。この他、本件記録を精

査しても、上記の「やむを得ない理由」や「正当な理由」は認められない。 

控訴人の主張は採用することができない。 

３ 以上によれば、本件訴えは不適法であり、かつ、その不備を補正することが

できないものというべきである。 

よって、原判決は相当であって、本件控訴は理由がないから棄却することと

して、主文のとおり判決する。 

 

東京高等裁判所第５民事部 

裁判長裁判官     大竹たかし 

裁判官        山本剛史 

裁判官        平田直人 
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